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まえがき
本研究報告は，三つの部分から成り立つ予定であるのーは，日本vo.~け
る救急医療を概観するととであり，二は，その日本全体の中で東京の制度
と現実とが， どのよう念位置づけを与えられるべきか，を具体的な資料K
もとづいて明らかKするととであり，三は，外国の都市のいくつかをケー
ススタデイするととである。 ζれまた，かえりみて東京のそれ，ひいては，
日本のそれを照らし出し，その長所と欠陥とを明らかにするととを目的と
するζとはいうまでも念い。以上のうち，今回本稿は，その第－(ICあたる
ものである。
日本の救急医療の体制は，大綱I'(:f,~いて，二つの体系から成り立ってい
る。すなわち，搬送の体制と医療の体制とがそれである。
第一節 搬送の体制
ー救急業務の法制M包
消防法は，一定限度以上の市町村で救急業務を行なうととを市町村の義
務と規定している（消防法35条の 5）。執色、業務とは，傷病者を事故現
場から医療機関その他の場所へ救急隊Kより搬送するととである。それ十て
は後述するようK若干の限定があるが，費用は市町村が負担するので（消
防組織法8条）傷病者はまった〈無料である。とれはすで(t(1930年代
から若干の都市Kより行われていたが， 1963年までは各市町村が自らの
自治立法Kより自主的K行なコていたものであり，国家法上Kは何の根拠
も念かった。そのためその規模や方法も各市町村毎K自由K行われていた
ため，ある市では整備されているが，ある大都市では全〈行われないとい
うような不統ーを免れ念かった。そとで19 6 3年Kはじめて国家法たる
消防法の中K上記のよう念規定をもうけるとともl'L, 「救急業務jの内容
を法の上で明らかKした。通常「救急業務の法制りというのは，との時
のととをいう。その後，その法律にもとづく政令や通達念どを通じてその
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内容を明らかにするととも民それら関係法令Kも多少の改正を加えて今
日Kいたっている。今はその細部を省略し，救急業務について，現在法規
の上でどう在っているかというととと，その現実の情況とを対照させ念が
ら説明してみよう。
二救急、業務を行念う市町村
人口五万以上の市民義務的K救急業務を行なわなければ左ら念い（消
防法施行令43条， 1 9 6 9年9月改正）。はじめは 5万人以上の市とさ
れていたが，漸次改正されて4万人からさら(1:3万人に念った。その市の
数は 19 6 9年4月1日現在で40 2であコたが，とのたびの改正Kより
5 3 3の市が義務を謀せられるととKなる。 ζのほか，義務は念いが任意
K実施しているものが23 2市町村あるので，救急業務実施総数は合計
7 6 5 ~（達するとと K在る。とれを救急業務法制化当初（ 1 9 6 3年）の
2 1 4 K比べると， 5倍らL上K在っているわけである。
三搬送の対象
搬送の対象Kついて法は事故の種類を限定している。それは第一次的K
は「災害により生じた事故」 I雇外若し〈は公象の出入する場所K沿いて
生じた事故J であるが，さらKそれK準ずるものとして福内('Cl;~いて生
じた事故jをも挙げている（政令42条）。
そζで現実K救急車が出場した件数を種類毎にしらべてみよう。
1 交通事故
誰しも先づ注目するのが交通事故であろう。 19 6 8年の全国統計K
よると克盈事故K対する出場件数は 18 8,0 5 9件である。とれは全出
場件数の 31・61 re，つまり約1~てあたる。またとれを全国のあ盈事3 
故件数（人身事故を伴うもの） 6 3 5, 0 5 6件と比べてみると，全交通
事故の約5割が救急車の出動を必要としたというととがわかる。交通事
故以外の災害事故で救急車が出動したものはきわめて少ない（漸増して
いる労働災害でさえ 24 5 0 4件で，全件数の4・12 %κすぎない）
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ζとをみても，交通事故の多さを知り得ょう。とれは年々漸増している
のであり，救急業務の法制化した 19 6 3年当時の約24万K比べると，
約2倍半K達しているわけである。
2 急病
ととろが，別表（末尾）をみても分るようK，交通事故は種類別事故
の第1位を占めるものでは念い。第1位は何か一一それは急病である。
1 9 6 8年の全国合計は247,466であり，とれは全体の41・60 
%を占めている。－｛］l1C急病という左かKは，公衆集合所や街頭等で発生
したものもふくまれるが，そのかなりの部分が福内のものj，もっと
端的Kいえば「家庭内K発生した急病］であろうと推察される。
もっとも規定の上では，他の事故の場合と同様！当該事故Kよる傷病
者を医療機関その他の場所K迅速に搬送するための適当念手段が念い場
合jk限られる ζとK左っている。しかし，規定の上のとのチェアクが
現実Kも有効なチエyクtては左ってるかどうかというととに念ると，必
ずしも肯定できないと思われる。
そとでζのようK急病患者が多数無料で救急車で搬送されるという現
象Kついて両機の評価が念されている。ーの評価は，家庭内の急病だか
らといって，交通事故Kよる負傷とと＜ l1C差別すべき理由はない。それ
も搬送の対象と念るととは医療の平等性からいって当然である。とれは
国民の病気K対し地方自治体が果すべき当然の任務を果したものである
というのである。他の評価は，消防Kよる搬送は，公共の場所VLiY-ける
事故沙諸又は公共の性質の事故を本来の目的とするべきである。しかるVC,
家庭l1Cj;，ける病気は，単念る私的事件であり，それを公共機関の無料サ
ピースK委ねるのは，公共機関の乱用であるとする考え方である。もと
より後者の意見も，家庭内急病K救急車を利用するととを絶対的K不可
とするものではないだろうが，その件数のあまりの大きさを看過するわ
けKゆか念いというのであろう。
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しかし，急病を救急業務の対象から除〈という ζとは可能でも念〈妥
当でもない。もし区別して何かを排除するとしたら，それはその種類K
よヨて分けるのでなく，むしろ「他K方法がないか！という先述のチェ
ックKよるか，あるいは打まんとうK緊急K運ば治と生命に危険がある
かl否かというととによるべきであろう。しかし，前Kも述べたように，
そのよう左識別は実際問題としてかなり困難である。というのは，第－
K，その区別は先づ救急車を呼ぶ人，つまり第1次発見者に期待せねば
左らない科それらの第1次発見者が救急車をよぶK値するか否かを判
断できるような基準を必要とする。しかし素人の，誰の自にもわかるよ
うな基準を一般的Kあらかじめ明示するという ζとは不可能であろう。
ととK家庭内急病の場合，それは大ていの場合家族が救急車を呼ぶ立場
K左るだろうが，家族Kとって，家族員の病気は常Kもっとも緊急的な
ものK映じるのはある程度までやむを得ない ζとであるからである。
第二K，それの識別を現場へ到着した救急隊員の任務として期待する
ζとができるであろうか。とれは後K述べる救急隊員の権限κも関する
が，とのよう念医学的判断を救急隊員K課するととKついては，その可
能性Kついても妥当性Kついても大いK疑問のあると ζろである。
けコきょ〈現状VCi≫いては，家庭内急病をそのζとの故K差別待遇し
ないというととを原則的K承認した上で，各個別クースK応じて市民の
側でも公共的感覚tてより一定の抑制を加えるととを期待するほかあるま
い。そしてより重要念ととは，との急病の搬送がζのようK多数である
ととが，実はわが国の医療制度の欠陥の補棋という役割を果していると
とである。というのは，とのととは家庭内K急病が発生したときK，そ
れK即応して速かK適切念医療を供給するという体制が確立してい念い
ことに対応しているのである。曜日では日曜日，時間では夜間K，救急
搬送数がもコとも多いというととは，そのような事実を雄弁K物語るも
のである。したがヨて，その根本を解決しない限り，搬送の体系のわく
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の中でそれを解決するζとはできない。ホームドクター制の整備，夜間
や休日f'Cj>~ける宿当直医の体制の整備など公私の果すべき課題がと ζK
あるのである。
四救急隊員の権限
就急隊員の権限と医療との関係という重要念問題がある。しかし，とれ
については，第二節 医療の体制を一瞥したのちに言及することtてする。
第二節 医療の体制
一 救急医療機関の法的根拠
消防法は，救急業務を定義するに際してその搬送先として救急医療機関
（枇急病院または救急診療所）は厚生省令で定めるとしている。その省令
が｛問、病院等を定める省令j(1964年）である。それKよると，救
急医療機関たるための基準は次の4つである（省令1条）
（イ）事故Kよる傷病者K関する医療Kついて相当の知識bよび経験を有す
る医師が常時診療K従事している ζと。
（ロ）手術室，麻酔器，エックス線装置，輸血bよぴ輸液のための設備その
他前号の医療を行なうためK必要左施設なよび設備を有するとと。
~、）救急隊Kよる傷病者の搬送K容易な場所に所在し，かつ傷病者の搬入
K適した構造設備を有するとと。
（ニ）事故Kよる傷病者のための専門病床その他救急隊によコて搬入される
傷病者のためK優先的K使用される病床を有するとと。
そしてそれを定める手続としては，各機関の開設者から都道府県知事
K対し救急業務K関し協力する旨を申し出る。それK対し，知事はその
基準K該当すると認めたものKついて，その名称及び所在地を告示する
ととKなコている（省令2条）。
との省令が出来たものの，全府県K救急医療機関が生れるまでKは意外
K長い時間がかかコた。とKか〈今日では4138f'C達している f
??? ?
? ?
（病院－ 2,5 0 2 診療所－ 1.636）。しかし，とれらの救急底療
機関は果して救急医療K対する需要を必要Kして十分念だけみたしている
だろうか。肯定的な答はとてもでそうK老い。その理由K言及するととは，
救急医療欄鶏の性格を紹介するととにも念り，それにひそむ問題点を抽出
するととにも役立つであろう。
二その配置
第ーの問題は，その配置が必ずしも適正Kなされてい左いととである。
若干の地方では過密であり，若干の地方では過疎であるという不均衡があ
るのみで左〈，また一つの地域内をとってみても，それが場所的K偏在し
ている。救急車はあるが数急病院の少念い地域があるかと思うと，救急病
院はあるが救急車の少ない地域もある。さらKまた最近では交通事故の多
発が都市周辺KうつっているのK，救急病院の配置はその現状Kまった〈
即応してい念いととも指摘されている。もコとも，救急、業務の対象のもう
一つの急病のととを考えると，やはりそれが都市の人口集中地区と不可分
であるという一面も逸し得左い。要するK，救急事故の多発地点と，救急
車のサーピス圏と救急病院の位置と，との三つが従来まコたく意識的・自
覚的K検討されてい念い現状をいかK改めるかという問題である。地域全
体の問題として系統的・総合的K把握する ζとが必要であろう。
念事＞－tl上は，現在救急病院になるのがすべて医療機関からの自由念申出
KもとづくととK左＝ているととの可否にもつら念る問題である。
ーその人的物的整備
第二に前記の省令が課している要件がほんとうに充たされているか否
か。その設備についても，また医師の確保Kついても，また，空床の確保
Kついても，その実をとも念わないので念いかとの批判も少なくない。そ
してとれについては，当の医療機関の個別的責任にもまして，次の二点が
指摘されている。ーはζれを育成し確保するための公の財政上の責任が充
分Kつくされているかどうかというととがある。二は，救急医療を副業的
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応急的念もので念〈，総合的にかつ独立せる一つの医療部門として確立す
るととの必要性である。とれは先づ学問の体系の問題からはじまり，同時
K病院の組織のあり方Kもつら念る問題である。そしてひいては医学教育
からして検討せねば左らぬ，というのである。
四その受入態勢
第三K，現Kそれらの医療機関にないて，救急搬送K即応する受入体制
が確立されているかどうかというととも， しばしば新聞紙上をKぎわす問
題である。そしてとれκは次のよう念法学上の問題を宿している。す念わ
ち教急医療機関と念るととKより応需義務が強化されるのか否か，という
問題である。すなわち，日本では「診療に従事する医師は調動桝
コた場合Kは，正当の事由が念ければ，とれを拒んでは念ら念い｜（医師
法19条）ととK念っているが．との義務が，
第－vcは，救急病院たると否とで強弱があるかどうか，
第こには，同じく救急病院にbいて，救急車で搬送されてきたものと，
そうで念いものとで，義務K強弱があるかどうか，
という問題がある。とれK対して法学的Kは必ずしも充分の解答が出され
ているわけでは念い。しかし，事実の問題としては，第ーの点Kついては，
人々はそのようK期待しているし，また病院側の人間も，そのよう左覚悟
で念コているのであろう。救急病院である ζとの広告が法的存在K念った
ととKとも左い，との点は，法的Kも裏づけられているというべきであろ
う。第二の点Kついても事実はそのようK運営されているかもしれ念い。
しかし，そのととが法的Kも妥当か否かは頻る疑問がある。というのは，
救急車は救急搬送の唯一絶対の機関では念〈，それはいくつかの方法のー
であり，むしろ先づ陶K方法｜がある限りそれKよるべきととが期待さ
れていること前述の如くである。しかも医療平等の原則からみて，その搬
送方法の種類が医療需要の性質や程度K差別をつけるものであヨてはなら
念いはずである。救急病院の表示は，救急車Kよる搬送以外Kもひとしく
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門戸を開くべきととを要求しょう。との点κ差別あるととが，前記の救急
車の乱用を生む一因K念コているとしたら，その意味からも ζの現状は修
正されるべきであろう。
五医療費の問題
第四vc,もっとも深刻左問題l'L＊るのは，医療費についてである。との
制度の発足した当時から，との点について医療機関の側と患者の側と両方
から不満がたえない。いうまでも左〈，前者からはその不足あるいは未収
を嘆き，後者からはその高価さKついての批判があるのである。
ζれはとく K交通事故について問題K念るのであるが，救急医療K健康
保険の適用があるか否かというととK関連する。政府の解釈としては，そ
の適用を自明としている。もちろん，それを適用して保険給付をしたのち
阿保険者が被害者（被保険者） VC代って加害者から医療費を請求しうる
（被保険者が加害者K対して有する損害賠償請求権を保険者が取得する。
健康保険法奇 67 ）という問題はのとりうるカむそのととは一応別問題と
して，とにかく，救急だから健康保険の適用をととわるという理由はない
というのである。しかし，医療機関の側では，保険Kよるととをさけよう
とする傾向がある。それKは手続的左問題もいろいろあるが，重要念のは
その場合の治療の特殊性Kかんがみて，交通事故念どは通常の保険のシス
テムtても適さ左いし金額の基礎がまった〈異念る，という主張である。も
っとも実際問題としては，自動車損害賠償保障法が普及浸透し，またその
保障額が向上するとともK，との方法の利用によりとの問題が解決されて
きたともいわれる。けだしこれKよると，被害者は健康保険が適用され念
〈ても直接K自己の財布をいためられるととがないので，そのととに苦渋
を感じ左いですみ，他方医師は社会保険K拘束されること念〈慣行料金を
徴しうるからである。
第二K，医療機関の未収額K対して国家又は地方団体が公的K補償すべ
きでないかという問題である。救急業務はその任務の公共性の故K，本来
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私的欄？とる医療欄にしわよぜすべきでなく，その未収金を公的K補償するのは
当然とする発想である。とれは根本的Kは医療機関の私的性質とその任務の公
共性との矛盾という根本問題Kつ念がる。そして直接の法技術的問題とし
・ては，当該医療行為の申込Kっき消防が特殊の役割を果しているととから
生じてくる。す左わち，その医療行為は消防の搬送を機縁としたのだから，
その医療行為Kついて消防が何らかの責任をもつべきで念いかという問題
である。ナ左わちそとで行念われた医療行為Kっき消防は契約当事者であ
ったのでないか（そうすると，その医療契約は患者を第三者とする「第三
者のための契約｜であ 2たことKなる），或いは，消防は患者の代理人で
あったのでないか，をどという ζとが民法上の解釈問題として問題Kなる
のである。
しかし， ζのよう念法解釈は現在はとられていない。そしてそのような
解釈論の成否とは~IJl'C，行脚何多少の手当が左されている。たとえば，
府県Kよっては，報償金として1年間K救急病院あたり頭割K平等で1a 
万円念いし20万円が支給されている。その中で東京都Kあっては，消防
庁が未収金K応じて比例配分的K若干の金額を支給しているが，しかしと
れも消防庁Kよる補償という意味では左〈単なる報償Kすぎないといわれ，
むしろとれは，東京K辛子ける消防庁と救急医療機関との歴史的な因縁Kよ
ると説明されているのである。いずれKしろ，とのよう念報償金は救急医
療機関Kとっては全〈焼石K水であり，大した魅力で念いというのが実情
である。
六その他
救急医療機闘がその他の医療機関と異念る義務を事実上も法上も負うも
のであるとすれば，反面，そのことKより，いか左る権利が付与されるか
をまとめて考えてみよう。第－l'Cは，広告制限を解除され，救急医療機関
である ζとを表示するととができる。第二Kは，前記の通りの多少の報償
金をうけることがある。第三Kは，租税特別措置法上，特殊の恩典をうけ
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る。第四に医療金融公庫からの融資の上で特殊の恩典をうける。
法的K念いし制度としては，せいぜいとの程度の有利さだけで，救急医
療機関Kなり重い責任をしよいζんだのでは話があわない，というのが医
療機関側の言い分である。救急医療機聞に念るととがしぶられ，今でも念
なその過疎地帯があるのはとのあたりに一つの理由がある ζとは十分K推
察しうるととろであるっただ同時K，それKもかかわらず，地域Kよって
は（たとえば東京23区）救急医療機関への申出が必ずしも少念〈念〈，
場所によっては過密にさえ念っているともったえられる。その理由として
は，救急医療機関であるととが広告としてもつ意味の大きさにあるので左
いかといわれたり，また例外的Kは，それの収入上の利点をささやく声も
ある。以上，両面の事実を統ーしていかに理解するかKついては，ーそう
の調査が必要である。
第三節 両者を総合的にみて
以上搬送と医療と両面に分け，それぞれに即して問題をのべた。 ζとで
さらに両者を総合した見地から，若干の問題点を追加してなとう。
一二元的構造のもたらすもの
1. 陪題点
先づ，以上のように搬送の体系と医療の体系とが二元的であり接木
的であるととでもたらす問題がある。両者の関係が有機性を欠くためk
bとる問題はー，二でないが，いちじるしい例を一つあげてbとう。そ
れは，事故現場での診断念いし，応急処置を誰がどの程度するか，とい
う問題である。
2. 救急隊員の権限
す念わち現場~j;~いては，その病状を観察しその軽重を診断しその病
名を推論し，どのよう念医療機関へ運ぶべきかどうか，その際Kどのよ
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う念注意をはらうべきかなど，少なからぬ医学的判断を必要とする。の
みならず，現場左いし車中で具体的念応急処置を必要とするととも少な
くあるまい。と ζろが，救急車には原則として医療関係者は乗っていな
いので，事故現場で最初K傷病者K接するのは救急隊員である。
ととろで救急隊員は，救急、業務K関する講習の課程を修了した者から
任命される建前であり（実施基準5条1号），その後もその教育訓練
の充実がはかられている。しかし，その教育が医療関係者K及ぶζとな
シ遠いζとはいうまでもない。またその多〈は消火作業と兼務であり，
救急隊員の専任率は全国で23・4% （総数10,. 8 8 9人，専任2,545
人）にすぎない。 ζのよう念救急隊員K許される医学的判断や応急処置
の限界如何が困難念問題として提起されている。要は初療のあり方であ
るが，一方では一刻も早〈診療を与えたいという要求があるが，他方で
はそれは十分の科学的基礎と習熟された技術Kもとづく適切念治療で左
ければ念ら泊という要求があり，両者がヂνンマl'Cj;-ちいるのである。
十数年も前であるが（ 1 9 5 8年），東京K沿いてカンフルの皮下注
射のため死t事故をかとしとの当否が国会でも議論された。そのときは，
「それは医行為ではあるが，継続反復して行的意思をもって行左われ
たものとは認められない，それは『当該患者の年令身体K対する現在の
危難をさけるためにやむをえないと認められる事情』の下K行なったも
のである！として，それを適法視して解決したととがある。との結論自
体は，適切であるが理由づけKは疑問があり，との理由づけではとの問
題の真の解決には念ら念い。しかもとの問題は救急業務の法制化された
今日VCj;-いても念b解決され念いままである。とれは医師法17条をは
じめその他医療関係者K関する法律の解釈問題でもある。しかし，究極
前tては単なる法律いじりで念〈，そのととが医療として妥当かどうかと
いう医学的問題K根ざしているのである。
現在，救急業務がもっとも進んでいる東京消防庁VCi>~いては， ζのJ点
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について一応つぎのよう念線を打ち出して基準としている。
阪急隊員は原則的Kは医療行為をすべきで左い。しかし，医師の同
行を期待できない現状vcl,~いては，放置すれば生命の危険ありと判断さ
れた場合はもちろん，その他の状況に従い，傷病を悪化きせ左いため，
何等かの処置を必要とするときは別記第－vc示す限度Kなける救急処置
は行なう必要がある｜と。そして， 「別記第－vc示す限度！として，つ
ぎのような救急処置の原則をかかげているのである。
ア 傷病者の状態、をより悪化させない。少なくとも現状は維持できるよ
うな処置であるとと。
イ 複雑念検査や操作を必要とし左い処置で，かつ，副作用を伴わない
ものであるとと。
ウ 効果がはっきりと期待できる処置であるとと。効果K確信がもてな
いよう念処置を副作用の危険を冒してまで行念うべきでない。
エ 医薬品の投与は特K医師の指示のない限り行なわ左いとと。
3. 消防のあり方
いずれKしろ，その搬送が医療的色彩を持つべきととは否むべ〈も左
〈，医師法等の解釈や立法Kも関連して上記のよう念問題が出て〈るの
であるが，そのととは消防と救急業務の関係Kついても次のよう念二方
向の問題を提起している。
-vcは， 阪急士！という業種を法定の国家資格として認定すべし，
という主張である。
二Kは，消防内部K沿いて，救急業務と消火業務とをはっきり分化し，
隊員をそれぞれの専門Kしようとの主張である。
そしてとの問題は，けっきよし救急医療が二つの体系から成夕立ち，
そしてその前半たる搬送が消防の管轄である，というととK帰国する。
そとでそもそも消防が救急搬送を行左うとと自体を再検討しようとの意
見が登場するのである。しかし，今日消防の果している実績， ζれを消
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防以外の独自の機関K今さらうっすととがいかK不経済であり社会的に
むだであることを考えると，それは全〈机よの空論にひとしいというの
が大方の意見である。ただし現状を前提とするにしても，その二つの体
系の接点が病院の窓口では念くて，事故発生の現場で左ければまらない，
という要請は今後も投げつづけられるであろう。そしてこの要請Kいか
K答えるかは，救急業務のあり方を考える場合の根本問題というべきで
ある。
4. 医師の同乗
左かとの問題を解決するために現状を前提とした上で医師の同乗を要
件とすべしという意見も少左〈左い。しかし，今日の実情としては，と
の意見の実現可能性はほとんど無いKひとしい。そしてそれよりはむし
ろ救急車の任務を迅速念搬送K徹せしめ，救急病院の受入れの体制を万
全に左らしむべし，という反論もあるのである。現在のととろは，病状
K応じて通過途上tてある医療機関の医師K同乗してもらう方法，或いは
少なくとも事故現場の近所の医師の指示を仰ぐ方法，或いはコントロー
ルセンター専属の医師の指示を仰ぐ方法左どが，実際上の問題を解決し
ているのがせいぜいである。
一 事故の広域化Kともなう矛盾
最後Kきわめて現在的問題として，事故が次第K都市周辺，さらKは都
市の外Kうつりつつあるという問題がある。とれK対し，救急隊の配置は
依然として人口数を基準とし， しかも市町村単位で実施されるため，需要
との間Kギャップを生じている。とれは既K救急病院の配置K関連して一
言したが，ハイウェイの開発が進み，それが次第K山間部tてまで及んでき
たととVとより，いコそう前述の欠陥が露呈されてきたのであるη それK対
する対策としては，
第一Kは，従来の地方自治法念いしは消防組織法の規定Kもとづき広域
的共同処理方式がとられつつある。その現況をのべると次のとかりである。
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イ 広域的共同処理方式を実施するもの（ 1 9 6 9年4月1日現在の実施
市町村以下のとbり）
1. 事務委託Kよる委託市町村 4 
2. 一部事務組合結成市町村 3 7 ( 1 4組合）
3. 相互応援による市町村（消防法21条） 2 7 2 
4. 協議会方式
ロ 都道府県の権限強化Kよるもの（消防法の一部改正・昭和42年法律
8 0号）。すなわち，本来，救急、は市町村の専権K属し，都道府県の関
与すべきものでないが，次の二つの方法で都道府県が介入する道が聞か
れた。
a 知事の要請権Kよるもの（消防法35条の6I ) （都道府県知事
は，救急業務を行念コてい~い市町村の区域に係る道路の区間で焚通
事故の発生が頻発であると認められるものKついて当該交通事故によ
り必要とされる救急業務を，関係市町村の意見をきいて，批告、業務を
行なっている他の市町村K実施するよう要請するととができる。 ζの
場合Uてないて，その要請を受けた市町村は，当該要請K係る救急業務
を行念うととができる。） ..... 1 9 
b 都道府県の直接実施十てよるもの（消防法35条の6D ）。都道府県は，
救急業務を行在ってい左い市町村の区域K係る高速自動車国道文は一
般国道のうち交通事故Kより必要とされる救急業務が特K必要な区間
として政令で定める区間（前項の要請Kより救急業務が行左われてい
る道路の区間を除〈。 ) VCついて，当該救急業務を行なコていない市
町村の意見をきいて，当該救急業務を行念うものとする。
宮城県の国道四号線K訟いて約24・9K mVCわたり実施されている。
第二K，東名，名神等の高速道路VC:Jo~いては，道路公団自体がしっ
かりした救急体制をとるべき ζとが決定された。す念わち，交通対策
本部決定（ 4 4年6月19日）が， f通路管理主警察機関，医療機
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関がよぴ消防機関の共同Kよる地域別の総合的かっ，具体的な救急計
画を策定し，との計画に基づく訓練を実施するとと！とうたっている
ほか，総務長官の閣議報告（ 4 4年7月5日）としてったえられると
とろでは， 向後日本道路公団が高速自動車国道vc:t.~ける道路交通管
理業務Kあわせて一元的K処理する方向で検討するとととなコたjと
のととである。
以上はすべて地域医療の総合的発展の一環と左ってとそはじめて達
成しうるものであ.!:J, したがってそれは科学的調査Kもとづき計画的
Kなされる必要がある。そして，またとれを官僚的プランとして上か
ら強制する限りけっきょく机ょの空論K終るであろう。医療関係者の
プロフェアショナルな団体が地域の医療や公衆衛生Kすべて果すべき
役割と密接K関係し左がら，それらの充分な理解と全面的念協力をま
ってはじめて解決されるであろう。
－ 医療機関の体系化
1. 問題点
救急医療の問題が基本的Kは日本の医学命l肢のあらゆる宿病に根ざす
ととは上述からも既K若干示唆されたととろである。
それらの根本的念ととはな〈としても，さしあたり救急医療機関を再
整備して，適病適療の実をあげるととはどうしても解決せねばなら念い
問題である。つまり，大小さまざまの医療機関が無差別K同類の同程度
の医学を供するので念〈，傷病の種類，軽重K応じた適切念医療を提供
するとと，と＜ （！（脳外科や神経科左ど専門医療を充実すべきととがと左
えられる。衆議院の社会労働委員会的①救急体制の初療体制の整備，
＠救急医療センタ－1.kどの整備，⑤説急医療従事者の養成訓練の充実，
④集団事故tてついての特別の配慮，⑤地域（！（ :t.~ける医師の動員体制の整
備などK関ナる国の助成措置を強化すべき ζとを決議した（ 1 9 6 8年
5月）のも ζの点K関する。
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2. 救急医療センター
かねて厚生省が重症外傷患者の治療を適切K行念う就急医療センター
を人口 10 0万あたり 1ケ所程度の割合で整備する方針を決定している
のもその線にそうものであろう。ナ念わち，そのような割合で約 11 1 
ク所のセンターを，各主要都市の国立病院なり公立病院K附置し，国家
からの補助金Kより人的物的K整備するというのがその全体構想である。
現在まで約83カ所できているが，それと既存の各部門との関係や，そ
の診療時間や当直体制左どtてついては一定せず各病院の実情K応じてい
るとの ζとである。
ζのような実情K対しては，それがあまりKも現状追随的であり通常
の診療K対して片手間にすぎず，センターとしての，理想的念診療管理
の体制(IC{1直しないとの批判も念されている。
3. 体系化の構想
ともあれ，適病適療のためKは，単Kセンターの設立だけでは解決さ
れず，それを中心にしてその他の医療機関をいかK体系化するかという
とととそ問題である。かねてとのととを討議している交通科学協議会の
救急体制部会では，その体系化の方向として次のよう友二つの構想を示
唆している。
ーは，現在の病院をほぼ三段階K分類する。患者が発生すると，とり
あえず直近の第一次機関K搬送し初療Kあたる。そののち，傷病の種類，
軽重K応じて’逐次第二次機関（そζでは脳外科等専門医療が充実して
いる） (IC転院させる。そして，その中のとくK重度または長期のものK
ついて，第三次機関（著しく高度左設備のあるもので各地方K一つしか
念い）へと転院させる。とのようK重いものほどいわば奥へ奥へと搬送
するという体系である。とれは次のK比べると現行制K近い。
今一つは，とりあえずアンピュランス・ステイション左いしヵーステ・
ィド・ステイションとでもいうべき公的機関を人口 50万K一つぐらい
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なき，そζKは救急車5台程度を待機させ，すべての救急患者はともか
く一応全部そとへ搬送し，そこでフアーストエイドだけ行なうのそして，
そζで選別して少左くとも 24時間以内K，自宅K返すもの，診療所へ
うっすもの， より高次の病院へ転送するもの等，それぞれ適当のととろ
K配分するというものである。
4. 医療機関問Vてなける転送
いずれにしろ， ζのよう念形で医療機闘が体系化されると，必然的K
その聞の搬送が問題となる。すなわち病院問の転送も消防が行なうかと
いう問題である。
転送Kついては，今日は，現場からの搬送で最初めざした病院で受入
れられぬため次の病院へさらK転送するという場合は消防が行在ってい
る。しかし，狭義の転送，す念わち，一定日時滞留の後，病状K応じま
た患者の希望Kよって別の病院K転院するというときは消防は応じてい
念い。（とれは今日の体系からはむしろ止むを得老いものといえよう）
しかし，医療機関が前述のようK体系化されると，搬送のあり方，そ
の権限義務の所在も根本的K再検討される必要が生じてこよう。その意
味では，前述のよう念医療機関の体系化は，単vc医療機関だけの問題Kと
どまらず，医療機関と搬送との二元的構造そのものKも左んらかの影響
を及ぼさずKはい左いであろう。
四総合的情報センターなど
以上のすべてを実現するとなると，けコきよし一定の地域毎に総合的
なコントロールセンター，情報管理センター，或いはインフオメーション
・サービスセンター左どの必要と結びついてくる。とれまでも若干の地方
ではそのようなこ ζろみが若干きれながら，必ずしも予期通りの効果をあ
げていない。陸路の中心的問題は，ーは財政・経済的左裏づけであり，二は，
陶係諸機関諸国体のセクショナリズムである。それを克服して，いかKそ
の権限や指揮系統を総合調整するかというととである。そして三Kは，ー ，
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二を裏づける行政的な機構との対応である。
そのほかに前述の問題を解決するためKは，地域にかける電波管理行政
との関係が生じてくるし，さらVては，また，電話診療の是非，限界という
問題にも念り，医師法の解釈問題Kも関して〈るのである。
あとがき
本稿Kついては，自治省救急課，東京消防庁，厚生省医務局総務課K資料
的な協力をいただいたほか， 日本交通科学協議会の教急医療部会での討論か
ら多くの示唆をうけている。なb，日本bよび外国の若干の都市でも，私の
調査のために多くの機関，多〈の人の協力を得ているが，本稿K関する限り
は，未だそれらの具体的な資料を用いる段階Uていたってい念いので，
aKnowledgeme nももととでは省略させていただく。
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第一節 三搬送の対象 2. 急病の別表
全国・最近 5年間・出場件数（事故種別どと）
j願 昭和40年中 和41年中J＿.昭和42年中 昭和43年中 時日40年~4 1年 昭和41年→42年 日酔日42年~4 3年
事故種別 一一一一 一 一一一一－一一ドー 一ーー｝司町一ー一同司自 →ー一ーーー一明白ー一
位 出場件数 構成比 出場件数 権成比 出場件数 構成比 出場件数 構成比 増 減 増減率 増 減 増漉書E 増 滅 増減率
一一一一 一一一-－恥『骨ー回副E日ι占今日岨回柚値白ー，E同一－ トーー一一一ーー一一 トー｝一ーー 一一ー…‘一一司』 一一一』一一一『一一
件 9も 件 守b 件 % 件 9も 件 % 件 ？も 件 % 
急、 病｜ 139,737 42.36 1 71, 111 5呪80 205,3 05 40.70 24 7 4,66 41.60 31,374 22.45 34.194 20.0 42,1 61 2053 
2 交 通 97,627 2呪59 137,431 31.96 1 58,777 31.48 188,059 31.61 3ヌ804 40.77 21.346 155 29,282 18A4 
3 一 般 負 傷 36279 11.00 45327 1054 53,920 1 0.69 63β29 1 0.73 9,048 24.94 8,593 19.D 9,909 18.3 7 
4 労 働 災 害 13,7 32 4.16 1 8,144 4.22 22,011 436 24,504 4.12 4412 32.13 5β67 21.3 2;493 11.32 
5 自 損 行 為 11.4 41 3.47 1 5,3 61 357 1 4,631 2.90 1 5,206 256 3.920 34.26 乙主725 .64.8 575 3.93 
6 ~~ 罪 ス635 2.31 9,566 223 11,73 2 233 13702 230 1,931 2529 2,1 66 226 1,970 16.79 
7 火 災 3,9 74 1.21 7,096 1.65 8,195 1.62 8,890 1.49 3122 78.56 1,099 155 695 8A8 
8 運 動 競 技 5β71 1.17 4,955 1.15 5.371 1.07 6,007 1.01 1,084 28.00 416 8A 636 11.84 
？ 水 難 1,3 71 OA2 1,888 OA4 2,11 0 0.42 2,184 0.37 517 3Z71 222 11.8 74 3.50 
1 0 風 水 害 等 322 0.1 0 268 0.06 201 0.04 67 0.01 ム 54.oC>.16.77 企"67 ム25.0 ム.134 。必6』66
1 1 そ の 他 13β91 421 1 8β25 438 22,164 439 24,948 420 .6. 934 6.3552 3,339 1 Z7 2784 1256 
計 329,898 1 OD 429,972 1 00 504417 100 594β62 100 94224 30.3 7 4;445 1 Z3 90,445 1 Z9 
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